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部会は、第２次 FDC 地域戦略をベースにした事業活動を計画していましたが、戦略と同様に新型コロナ
ウイルス感染症による社会経済情勢の変化を見据えた事業内容とするため、各部会 2 回にわたり有識者
会議を実施し、その示唆を事業計画に反映したうえで活動を進めました。

福岡地域戦略推進協議会（以下、FDC）は、
産学官民連携の Think ＆ Do タンクとし
て、福岡都市圏を起点とした都市・産業
の創造とそれを支えるデジタルの基盤形
成を目指しています。
また新型コロナウイルス感染症により
顕在化した社会経済の変化を踏まえた
うえで 2030 年を見据えて策定した第 2
次 FDC 地域戦略のもと、従来の経済施
策に加えて社会課題の解決やダイバーシ
ティの実現などに取り組んでいます。
地球温暖化による気候変動の影響や人々
の幸福感の多様化など、価値観の変化に

よってまちづくりのあり方が大きく変わ
りつつある中、昨年開催した「福岡都心
再生サミット 2021」では福岡市ととも
にウェルビーイングのまちづくりについ
ての方向性を示しました。
そして今回、福岡にとっても大きな論点
である脱炭素の推進をテーマに議論を深
めます。
2020 年 9 月に設立した国際金融機能誘
致「TEAM FUKUOKA」を進めていくう
えでも脱炭素の取り組みは重要なカギと
なります。
本シンポジウムが福岡・九州の強みを活

かした脱炭素経営と ESG 投資の推進に
つながっていく一つのきっかけになれば
と願っています。

実施概要
開催日時：2022 年 6 月 22 日（水）15:00 ～ 17:00

　開催方法：ハイブリッド方式　リアル会場　ホテルニューオータニ博多　鶴の間
　　　　　　　　　　　　　　　オンライン　Zoom ウェビナー・YouTube Live
　主催：福岡地域戦略推進協議会　
　共催：福岡市
　参加者数：303 名（リアル参加者：79 名、Zoom：127 名、YouTube：97 名）

開会挨拶
福岡地域戦略推進協議会	会長　麻生	泰

基調講演
「2050	年カーボンニュートラル実現に向けての大変革～脱炭素と地域循環共生圏～」
環境省	環境事務次官　中井	徳太郎氏	

気候変動をめぐる国内外の
動向
2020 年にシベリアで 38 度、アメリカで
54.4 度の熱波が訪れるなど、このところ
極端な現象が頻発しており、気候変動の進
行に伴う「極端現象」の強度および頻度が
増大する可能性が指摘されています。
日本においても線状降水帯による豪雨や
台風による風水害の激甚化が起こってい
ます。
そしてこの 3 年、新型コロナという世界

的なパンデミックに直面しました。
2020 年環境白書に「気候危機宣言」と記
載し、同年 11 月には国会で「気候非常事
態宣言」の決議がなされるなど、日本にお
いても気候問題への危機感が高まってい
ます。
これらは生物多様性の損失や気候変動に
よる地球環境の変化が深く関係している
と考えられており、気候危機と新興感染症
は広い意味で同じ環境危機であると環境
省は捉えています。
2015 年 12 月、国連気候変動枠組条約第

21 回締約国会議（COP21）において炭素
社会との決別宣言となるパリ協定が採択
され、世界的な平均気温上昇を産業革命以
前に比べて 2 度より十分低く保つととも
に、1.5 度に抑える努力をするという目標

脱炭素推進シンポジウム 2022 
～福岡・九州の強みを活かした脱炭素経営と ESG 投資推進に向けて～

※所属、役職名などは開催当時のものです

実施プログラム
　開会挨拶 麻生　泰　　　　福岡地域戦略推進協議会　会長
　基調講演 　「2050 年カーボンニュートラル実現に向けての大変革～脱炭素と地域循環共生圏～」

講演者：中井　徳太郎氏　 環境省　環境事務次官
　パネルディスカッション　「官民一体で取り組む脱炭素経営に向けたチャレンジ」

パネラー：中井　徳太郎氏　 環境省　環境事務次官
池辺　和弘氏　　 九州電力 ( 株 )　代表取締役社長執行役員
鈴木　香織氏　　 Codo Advisory( 株 )　代表取締役社長 CEO

モデレーター：石丸　修平　　　 福岡地域戦略推進協議会　事務局長
　閉会挨拶 石橋　達朗氏　　 九州大学総長
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が共有されました。
また、2021 年 10 月の COP26 では、今世
紀半ばのカーボンニュートラルおよび締
約国に対し 2030 年に向けた野心的な気候
変動対策を求めるとともに、我が国の大き
な貢献により市場メカニズムのルール交
渉が合意に至ったことで、世界全体が脱炭
素の実現段階に入りました。

気候変動などにかかる
我が国の政策
一方、我が国においては、2030 年度に温
室効果ガスを 2013 年度時点に比べ 46%
の削減を目指すこと、さらに 50％の高み
に向けて挑戦を続けることとし、これを具
体化するクリーンエネルギー戦略の策定
の検討を進めました。
利便性や繁栄を求め続けてきた人間活動
の裏返しとして、私たちの生存基盤である
地球に負荷をかけすぎてしまった現状を
克服するためには、社会経済システムや日
常生活のあり方を大きく変えること = 地球
の健康を取り戻すことが必要となります。
そこで、経済と環境が対立するのではな
く、環境を改善することが経済を良くする
成長戦略となると捉えたグリーン社会を
目指すこととしました。
この経済構造の質的転換が進んでいけば
それだけ経済が、地域が、国が豊かになり、
お金も回っていくという発想をベースに
置いています。
また、現在、702 の地方自治体が二酸化
炭素排出実質ゼロを表明したことで、表明
自治体総人口が約 1 億 2000 万人になるな
ど脱炭素に対する関心は高く、行政だけで
なく、産業界、経済界も含め地球温暖化対
策こそが日本の成長力の源泉であるとの

認識が深まってきています。
岸田政権ではこのクリーンエネルギー戦
略を新しい資本主義の中核課題に位置づ
け、官民協調で少なくとも 10 年間で 150
兆円の投資を行います。そのため官邸に
GX（グリーントランスフォーメーション）
実行会議を設置し、経済産業大臣や関係大
臣とも連携し議論を深めています。

社会変革のために、
何をすべきか
地域循環共生圏への変革に向け①「脱炭
素社会への移行」（カーボンニュートラ
ルを 2050 年までに実現）②「循環経済
への移行」（プラスチック資源の循環戦
略などすべてのものはつながっている資
源だという考えで経済・社会をデザイン）
③「分散型自然共生社会への移行」（自
然生態系にもっと寄り添って地の利に
あった空間を活用）の「3 つの移行」を
加速させ、持続可能な社会へのリ・デザ
インが求められています。
その具体化として環境省では地域が抱え
る課題に対し、環境を切り口に統合的に
解決する「地域循環共生圏～ローカル
SDGs ～」を第５次環境基本計画の柱と
しました。
地域循環共生圏は、エネルギーの文脈か
らは脱炭素社会、物質的側面からは循環
型社会、空間から見れば分散型・自然共
生社会と捉えることができます。
この計画に則り、地域の資源を活かし自
立分散型の社会を形成するとともに、地
域の特性に応じて補完し支え合う SDGs
が具現化された世界を目指し活動を進め
てまいります。

地域脱炭素の取り組み
～地域全体のカーボンニュー
トラル化～
一連の取り組みのひとつとして、地域課題
を解決し地域の魅力と質を向上させる地
方創生に貢献する「地域脱炭素」に取り組
んでいます。
今、９割の自治体において赤字となって
いるエネルギー収支を歩留まりさせ、地
域に裨益する形での再生可能エネルギー
の導入などにより CO2 を削減するだけで
なく、災害が起きたときも停電にならな
いようなグリッドなシステム構築や、そ
れらを通じて地域に雇用やお金を生み出
すことで地域経済を改善していこうとい
うものです。
具体的には、環境省が中心となって各省
庁が連携し、地域脱炭素ロードマップを
作成しました。ロードマップの中では、
2030 年までに脱炭素先行地域を 100 ヵ
所つくり、全国で多くの脱炭素ドミノを
おこします。
屋根置きなど自家消費型の太陽光発電や
地域共生・地域裨益型再生可能エネルギー
の立地などを進めるため政策を総動員し、
人材、技術、情報、資金などを 2025 年ま
での 5 年間の集中期間に積極的に支援し
ていきます。
また、脱炭素ビジネスを進めるには当然リ
スクがあるため、自治体の面的な環境を整
備し、リスクマネーについて財政投融資を
活用した新たな脱炭素ファンドを創設し、
地域金融などをより誘導しやすくする形
で取り組んでまいります。

カーボンニュートラル時代の
企業経営
一方、環境、社会、企業統治という非
財務情報を考慮して行う投融資である

「ESG」投資が世界的に注目されており、
金融機関や企業に対し、気候変動（地球
温暖化）に関連したリスクと機会を開示
するよう要請する TCFD（Taskforce on 
Climate-related Financial Disclosures：気
候関連財務情報開示タスクフォース）と
同様の ESG 情報開示が生物多様性分野で
も求められる世界がもうすぐ訪れます。
それが TNFD（Taskforce on Nature-
related Financial Disclosures：自然関連
財務情報開示タスクフォース）です。金
融機関や企業に対し、自然資本および生
物多様性の観点からの事業機会とリスク
の情報開示を求めるもので、2021 年 9
月には 15 ヵ国が参加するタスクフォー
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スが立ち上がり、2023 年 9 月に本格開
始予定となっています。
さて、企業にとって気候変動は大きなリス
クであると同時にビジネスチャンスでも
あります。
気候変動対策の視点を織り込んだ企業経
営を脱炭素経営と言います。これまでの地
球環境対策はどちらかというと CSR の一
環と捉えることが多かったのですが、脱炭
素に向き合う姿勢が経営上の重要課題と
なってきたことから全社をあげて取り組
む企業が増加しています。

また、気候変動対策は、単なるコストの増
加ではなくリスク低減と成長への投資で
あるという認識も広まりつつあります。
同時に自社だけでなく下請け事業者にも
再生可能エネルギーの使用を要請し、応え
られない場合取引を終了するなどサプラ
イチェーン全体で脱炭素を進める動きも
広まっています。
環境省では、このような動きに対し脱炭素
経営に関する情報発信やシナリオ分析の
実施支援など企業サイドへのサポートを
行い、横展開を図っています。

また炭素税、排出量取引などカーボンプラ
イシングの仕組みも幅広く検討していま
す。
経済の「血脈」である金融が果たす役割は
非常に大きいことから、ESG 金融促進に向
け SDGs の達成に向けたビジネス・グリー
ンプロジェクトに資金が集まるような金
融メカニズムを構築するため、地銀や信
金とともに具体的な事例づくりを行うと
いった施策も行っています。
このように、環境省はプレーヤーのひとり
として皆様と一緒になって持続可能な地
域経済社会の活性化に向け、環境と経済の
好循環を実現する政策を進めてまいりま
す。
環境省が中心となって、各業界トップと
連携し ESG 金融に関する意識と取り組み
を高めていくための議論を行う場として

「ESG 金融ハイレベル・パネル」も設置し
ています。
一方、脱炭素への移行（トランジション）
に資する取り組みに対し十分な資金供給
がなされるようトランジション・ファイナ
ンスについて経済産業省、環境省、金融
庁で全体の枠組みを進めるとともに経産
省で供給サイドの業界ごとのシナリオを
作っているところです。

石丸 　　　　　
　　

鈴木 

中井様のご講演は、2050 年のカー
ボンニュートラル表明という中で、
国だけではなく地方自治体や産業
界・経済界を含めた地域における温
暖化対策はコストではなく日本の成
長戦略の一環だということ、またサ
プライチェーン全体の中でキャッチ
アップしていかなければ今後の企業
活動にも影響が出てくるというこ

と、加えて福岡・九州の強みを活か
しながら企業や自治体として対応し
ていくことで企業価値や新たなビジ
ネス機会が創出されていくといった
お話だったかと思います。
では、これを受けてまずは脱炭素経
営の現状や課題について議論いただ
きたいと思います。

脱炭素経営の現状・課題は
弊社は、金融と環境を融合した脱炭
素を目指す日本企業の取り組みをグ
ローバル水準に引き上げる役割を担
うことを目的に、国際金融機能誘致

「TEAM FUKUOKA」が誘致したアジ
ア最大級の資産運用会社 MCP と環
境総合ソリューション会社アミタの

パネルディスカッション
官民一体で取り組む脱炭素経営に向けたチャレンジ

中井 徳太郎　環境省　環境事務次官
池辺 和弘　九州電力 ( 株 )　代表取締役社長執行役員

鈴木 香織　Codo Advisory( 株 )　代表取締役社長 CEO
石丸 修平　福岡地域戦略推進協議会　事務局長
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石丸

中井

石丸

池辺

石丸

2 社による合弁会社として、今年 3
月設立いたしました。

カーボンニュートラルという高い目
標を実現するための取り組みが企業
側にも求められており、そのモデル
ケースをまずは九州からつくり、日
本そして世界に展開していくという
ことを目指したいと思っています。
このような中、グローバルスタン
ダードの視点から見たとき、また脱
炭素経営という視点で見たとき、自
社の経営そのものが脱炭素と関わっ
ていると捉えておられる経営者はま
だまだ少ないのが日本の状況だと感
じます。下図のグラフにも表れて
いるように、TCFD（企業の気候変
動への取り組み、影響に関する情報
を開示する枠組み）、SBT（企業の
科学的な中長期の目標設定を促す枠
組み）、RE100（企業が事業活動に
必要な電力の 100% を再エネで賄
うことを目指す枠組み）のいずれに
おいても日本の企業は非常にまじめ
に脱炭素経営に取り組んでおられま
す。ただ残念なことに従来型の環境
対応に留まってしまっていることが
多いようです。
今、グローバル市場では 2019 年か
ら 2022 年、脱炭素目標を設定して
いる企業数は倍増していますが、ど
のようにして目標に到達するのかと

いった計画や状況を開示しないでい
ると自社の取り組みを都合良く見せ
ていると判断され、投資家や NGO
から「グリーンウオッシュなのでは
ないか」と指摘されるケースが起
こっています。
こ れ を 回 避 す る た め、 弊 社 で
は「ACT（Assessing Low Carbon 
Transition）」というグローバル指標
を日本ではじめて取り入れました。
ACT は、EU のタクソノミーを牽引
しているフランス環境管理庁と非営
利団体の CDP とがグローバルな脱
炭素移行戦略をリードすることを目
的に、企業の「低炭素経済への移行」
の実行能力について評価する方法と
して開発したフレームワークです。
このフレームワークを活用し、企業
の脱炭素目標と現状のギャップを埋
める戦略策定と移行計画評価を行い
ます。
これにより、2030 年に向けどのよ
うに準備を進めてきたか、そして今、
どこまでできているかといったこと
を評価していきます。
ACT は、脱炭素の取り組みを加速
させる重要なツールとなり得ると
思っており、まずは福岡・九州から
ビジネスを推進していきたいと思っ
ています。

地方に対する脱炭素経営の理解促進
についてはいかがでしょうか。

環境省としては、Codo Advisory 様
のような動きに加え、現場の経営者
と直接対話している地方銀行や信用
金庫などによる取り組みに合わせて
旗を振らせていただくことで、皆様
とともにプレーヤーのひとりとして
理解を広げる動きを加速させていき

たいと思っています。

企業として脱炭素に取り組むことを
決められた際の危機感や現状につい
てはいかがでしょう。

当然自分ごととして取り組まなけれ
ばならないと強く思っています。
2019 年度の統計によると日本全体
で 12 億トンくらいの CO2 を排出
しており、そのうち 4 割程度はエ
ネルギー転換、つまり我々の発電所
から出ていますので、そのような観
点からも脱炭素の重要性をしっかり
認識したうえで取り組みを進めてい
ます。
そこで最近感じるのは、現場の経営
者の方の関心の高さです。
ある金型工場の方とお会いした際
も「納入している企業から、『お宅
はどれだけ CO2 を出しているのか』
と聞かれることが多くなった」と話
しておられましたが、今やサプライ
チェーンの下流の方まで問題意識を
持っておられるようです。
そういった意味では Codo Advisory
様の言われた見える化、定量化は
とても大事だと思いますし、我々も
エネルギーと環境の専門家として企
業向けと自治体向けにそのような
サービスをはじめることはできない
かと考えています。
サプライチェーン全体で、どれだけ
CO2 などのグリーンハウスガスを
排出しているかを我々が計測する、
といったサービスです。
特に地方自治体は自分たちの地域が
どれだけ CO2 を排出しているかを
計測することが難しいだろうと思わ
れるので、エネルギー環境に対して
これまで蓄積してきた知見を活かし
CO2 を見える化するお手伝いがで
きればと思っています。

脱炭素経営に向け、
必要な企業の戦略は
戦略に基づいた脱炭素経営が企業に
求められるなか、九州電力様は我が
国ではじめてカーボンマイナスとい
う意欲的なビジョンを掲げられまし
た。脱炭素経営を進めていく中で大
切にされている視点などについてお
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話しいただけますか。

九電グループでは、2021 年 4 月に
2050 年カーボンニュートラルの実
現に挑戦するということを宣言し
て、エネルギー需給の両面から電源
の脱炭素化と電化推進の取り組みを
加速させてきました。
そして同年 11 月には具体的な行動
計画を策定するとともに、電力業界
ではじめてカーボンマイナスの実現
を目指すことを宣言しました。
カーボンマイナスとは、自分たちが
電気を作るために排出する CO2 の
量はゼロにするとともに、お客様の
電化推進のお手伝いをしたり、九州
に留まらず九州域外や国外でも再生
可能エネルギーの電源を作ったりす
ることを通じて、会社全体での貢献
度がカーボンゼロを越えてその先の
マイナスに深掘りすることができ
る、という状況を実現しようという
ものです。
行動計画のうち、代表的な事例とし
ては、再生可能エネルギーの主力電
源化、アラブ首長国連邦における海
底直流送電事業など海外事業の積極
展開、九州の電化率向上、地域のカー
ボンニュートラルの推進などがあげ
られます。また電気自動車用リチウ
ムイオン電池を用いた産業用機械向
け電池パックの製造販売といったこ
とにも取り組んでいます。
このうち、再生可能エネルギーの主
力電源化では、2019 年度における
当社のゼロエミッション FIT 電源比
率は 58％と国内のトップランナー
となっています。2021 年度は原子
力発電の稼働などもありこれを上回
る予定です。
また、全国の設備容量の 4 割を占
める地熱発電では、九州域内で 6
地点、福島県でも調査を進めるなど
さらなる開発に向け取り組みを進め
ています。
一方、福岡県の久山町などでの森林
を活用した実証事業を通じ、森林か
らの J-クレジット創出支援とそれを
活用した CO2 排出ゼロが困難な排
出電源のカーボンオフセットに取り
組むなど、地域のカーボンニュート

ラルも推進しています。
このように九州電力はグループとし
てカーボンニュートラルをはじめと
した経営環境の変化を変革のチャン
スと捉え、さらなる成長につなげ、
九州から日本の脱炭素をリードして
いきたいと考えています。

では企業が脱炭素経営に移行してい
く際に、何をきっかけにしていけば
良いかなどポイントとなる点はあり
ますか。

最も大切なのは経営層のコミットメ
ントです。トップ自らが多岐にわた
る活動や取り組む姿勢を対外的に公
表し、何故やるのか、どのように進
めるのかといった説明責任を果たさ
なければなりません。
さらに、自社経営層を動かした後は、
サプライヤーを動かさなければなら
ない。上流も下流も含めて自社の取
引先と一緒にどのように脱炭素社会
を作っていくのかといった価値創造
に対する認識をひとつにすること、
そしてそうするためのコミュニケー
ションを自社から発信していくこと
が求められます。
そのうえで、決してグリーンウオッ

シュとならないよう、自社の製品を
活用することがどれだけ脱炭素に貢
献できるかを顧客にアピールしてい
くこと、こういったことをしっかり
行うことが大変重要であると考えま
す。

九州電力様が頑張っておられるおか
げで、九州は日本の中で最も再生可
能エネルギーのポテンシャルが高く
有効活用されています。九州には引
き続き日本の牽引役となってもらい
たいと思います。
それに加えて、脱炭素を進めるうえ
で地域の中堅・中小企業を含む企業
や自治体に対するコンサル的支援と
いったサポート体制などについても
九州電力グループのコミットメント
に期待したいところです。

評価いただいていることをありがた
く思います。
その中で、国から要請されたから
しょうがないといった受け止めでは
なく、これはビジネスチャンスだと
捉えて取り組むことが大事だと思い
ます。
企業は、CO2 排出の少ない電気を
使っていれば高く評価されますし、

そういったこと
を通じて自分た
ちが排出する CO
２が削減できれ
ば、 自 ら の 商 品
の付加価値が上
がると認識した
うえで脱炭素の
取り組みを進め
て い け ば、 長 続
きしていくだろ
うと考えます。
ビジネス上の利
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益を生んでいくという考えのもとに
脱炭素に向き合っていくことが秘訣
だと思います。

先ほどから、コンサルや支援という
お話が出ていますが、脱炭素ビジネ
スやサービスといったものが生まれ
てくることで国や地域の成長につな
がるのですね。

金融機関もそうですしスタートアッ
プからも様々なアイデアや取り組み
が創出されてきていますので、環境
省としてもそこを束ねたサポートが
できていけばと思います。
それぞれが切磋琢磨すると同時に、
情報共有を進めるなど協調できると
ころは協調しながら大きなビジネス
マーケットに育てていくことが大事
だと思います。

脱炭素ビジネスということで言え
ば、様々な取り組みを既に始めてい
ます。
特に、自分たちの得意とする分野は
どんどん活用していこうと思ってい
ます。
例えば、オール電化マンションで、
マンション住人だけで利用できる
EV のサブスクサービスやカーシェ
ア、また蓄電池やオール電化の IH
クッキングヒーターのリースなどで
す。

また、燃料価格が高騰するなか、二
重サッシやガラスを 2 枚にするな
どの後付けの対策をすれば電気代や
ガス代は節約できエネルギー使用量
も減らすことができます。これまで
だとそうではなかったのですが電気
代やガス代が高騰する今は収支が合

うようになっています。
断熱はエネルギーのトータル使用量
を減らしてくれるので、地球環境に
も貢献できます。
脱炭素を進める中でこういった領域
にも滲みだしていこう、と思ってい
ます。

池辺社長がおっしゃるとおり自社の
強みを脱炭素社会の文脈で捉えなお
すことも大切です。
脱炭素社会に寄与する新たな市場創
出に向けて、自社の技術、ネット
ワーク、知見はどのように活用でき
るか、あるいは他社と協業していく
ことで自社の強みが活かせるのでは
ないか、といった視点です。
実際、他の業界から脱炭素ビジネス
への参入が非常に活発化していま
す。
様々な業界連携も含め、サスティナ
ブルな社会構築のために自社のビジ
ネスもサスティナブルにしていくと
いったサーキュラー型へのビジネス
転換によって、地域も活性化する。
脱炭素ビジネスの創出をそのように
捉えれば良いかと思います。
何も対策を講じずにこれまで通りの
ビジネスありき、いわゆる BAU シ
ナリオ（ビジネスアズユージュア
ル）ではもはやいけないということ
です。

脱炭素経営の実行に向け
た具体的な取り組み、
取り組み支援について
では最後に脱炭素経営の推進に向け
た具体的な取り組みや支援などをお
聞かせください。

脱炭素経営の展開は新たな分野への
挑戦であり、ヒト、モノ、カネ、そ
してリスクも背負うことになると同
時に我々にとっても新天地です。そ
のため地域の経営者や事業者の皆様
と一緒に、さらには地方整備局や経
済産業省などとも連携しながらブ
ロックごとに仕組みを構築していき
ます。
代表的な例としては、脱炭素移行加
速化支援交付金を設け、民間と共同

して意欲的に脱炭素に取り組む地方
公共団体などに対して、地域の脱炭
素トランジションへの投資として本
交付金を交付し、複数年度にわたり
継続的かつ包括的に支援を行います。
また、実際のビジネスシーンでは、
地域金融のみならずメガバンクなど
とも協力し合い、リスクマネーの後
押しをしていきます。
脱 炭 素 経 営 が 促 進 さ れ カ ー ボ ン
ニュートラルと SDGs が実現してい
く好循環を我々は地域循環共生圏と
名付けています。
九州でこのモデルが浸透することで、
人々の豊かな暮らしが実現し、その
ソリューションをアジアやアフリカ、
そして地球の課題の解決につなげて
いけるのではないかと思います。

九州は、環境課題を乗り越えて新た
な価値を作れるエリアとして大きく
躍進していくことが可能だと思いま
す。
特に、重工業が盛んなので、まずは
素材産業からだろうと考えます。
取引先の要請に応え、サプライチェー
ン上で脱炭素の取り組みが求められ
ることも今後増えてくるでしょうし、
電子機器のようにグローバルなサプ
ライチェーン上でもニーズは高まっ
てくるだろうと思われます。
大企業だからやらなければならな
い、中小企業はまだまだ、といった
意識ではなく、九州全体で脱炭素に
よって価値を創っていく、そういっ
た活動を皆様と連携し進めていきた
いと願っています。

電気をつくる事業者として、CO2 を
出さずに電気をつくる設備をどんど
ん増やしていきたいと思っています。
あわせて九州において電化を推進
し、カーボンニュートラルからカー
ボンマイナス、ゼロの先へというこ
とに取り組んでいきます。
一方で、今年の夏と冬は東北の地震
やロシアのウクライナ侵攻など特殊
事情によって、燃料確保が不安定な
状況となっており、電力事情は非常
に厳しい状況です。ぜひ節電にご協
力いただければと思います。
太陽光を有効に使うため、節電や需
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要の創出によるデマンドレスポンス
に協力いただいたお客様にポイント
を進呈するデマンドレスポンスサー
ビスを実施しており、九電エコアプ
リを入れていただくとご参加いただ
けます。我々も発電設備の保守点検
の徹底や燃料の確実な調達など必要
な供給力の確保に万全を期していき
ますが、こちらのサービスもご活用
いただき節電にご協力いただきます
ようお願いいたします。

本日の議論をきっかけに、九州・福岡
における脱炭素経営の取り組みを進め
ていければと思います。
そのためにはビジネスという視点を
持って、自分たちの有するソリュー
ションやリソースを活用していくこと
から始め、地域全体でエコシステムを
構築し、みんなで支えつつうまく補完
し合いながら今後国や地方自治体とも

連携し、九州・福岡の地域体制で進め
ていくことができればと願います。
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本日ご議論いただいた中で、脱炭素の推進
とは地球の健康を取り戻すこと、というお
話がありました。医者が病気を治すと診察
料が受け取れるように、脱炭素を進めるこ
とで利益を生み出すという仕組み、ビジネ
スエコシステムが必要だと思います。
脱炭素経営を慈善事業ではなくビジネスと
して捉え、きちんと取り組む姿勢を根づか
せなければなりません。
九州大学は 2021 年 11 月、指定国立大
学法人の指定を受け、目指すビジョン

「KYUSHU UNIVERSITY VISION 2030」を策
定・公表し、社会的課題の解決に貢献する
ことに注力しています。その課題の中で大
切なテーマのひとつが「脱炭素」であり、
現在様々な研究や社会実装を進めていると
ころです。
さらに、九州にある 11 の国立大学が共同
して九州地区再生可能エネルギー連携委員
会を組成し取り組みを始めています。
是非とも産学官民が連携し、脱炭素の取り
組みを福岡・九州から日本全体、そしてア

ジアへ広げていき、持続可能で人々のウェ
ルビーイングに貢献できる社会を目指した
いと強く思っています。

閉会挨拶
九州大学	総長　石橋	達朗氏
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